令和６年度　事前評価点検表（内部評価）
１ 事業概要
	事業名
	池田保健所移転建替整備事業費

	担当部署
	健康医療部 健康医療総務課

	事業箇所
	池田市鉢塚１丁目２－１

	事業目的
	池田保健所は昭和36年築の施設で、老朽化・狭隘化が著しく、効率的な地域保健活動と府民サービスに支障が生じている。これらを解消するため、建替手法等を検討した結果、移転建替えが最適であると判断したことから、移転建替整備を行い、保健所機能と府民サービスの充実を図るもの。

	事業内容
	現所在地（池田市満寿美町３-１９）から上記事業個所への移転建替を行う
【建替前】
・構造：RC構造2階建

・敷地：約1,869㎡
・延床面積：約1,369㎡
【建替後】
・構造：RC構造4階建

・敷地：約2,000㎡
・延床面積：1,743㎡

	事業費
	全体事業費：約21.1億円［府：21.1億円］
（内訳）用地費　　約3.7億円

　　　　　工事費　　約15.3億円
　　　　　設計費　　約0.6億円

　　　　　その他　　約1.5億円

	
	【事業費の積算根拠】

都市整備部公共建築室の技術査定書
	【工事費の内訳】

建築工事　　　　　8.0億円
電気設備工事　　　3.4億円
衛生設備工事　　　0.8億円
空調設備工事　　　2.1億円
昇降機設備工事　　0.4億円
杭工事　　　　　　0.6億円

	事業費の変動要因
	概算額のため実施設計等により変動する可能性がある。

	維持管理費
	800万円／年
（同規模の保健所の実績をもとに概算した。）

	関連事業
	なし


２ 事業の必要性等に関する視点
	上位計画等に

おける位置付け
	地域保健法及び関係法令等において、保健所は地域保健に関する広域的、専門的かつ技術的拠点としての機能を強化するため、施設及び設備の充実を図ることとされており、保健所の所管区域は二次医療圏とおおむね一致した区域とすることを原則として定めることが必要とされている。

	優先度
	老朽化・狭隘化が著しく、効率的な地域保健活動と府民サービスに支障が生じていることや、災害時の機能維持が求められること等を考慮すると優先度は高い。

	事業を巡る
社会経済情勢等
	保健所は、難病対策や精神保健対策、薬事・衛生に関する監視指導など専門性の高い業務を行っているほか、近年は新興感染症のパンデミックや大規模災害の発生といった健康危機事象への対応拠点としての役割を果たすことが求められるなど、その機能を強化する必要性は高まっている。

	地元の協力体制等
	本事業については、池田市から移転先を市内とするよう要請されているほか、移転先土地の所有者である池田市医師会を加えた三者で協議を進めており、地元の協力を得て実施するものである。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	保健所は地域保健法に基づく業務を行う公の施設であり、投資効果の考え方の導入はなじまない事業である。

	事業効果の

定性的分析

（安全・安心、活力、
快適性等の有効性）
	【効果項目】
管内地域における疾病の予防、衛生の向上など、地域住民の健康の保持増進が図られる。
【受益者】
管内住民及び事業者等


３ 事業の進捗の見込みの視点
	事業段階ごとの
進捗予定と効果
	令和７年度：実施設計
令和8年度から令和10年度まで：建設工事

	完成予定年度
	令和10年度


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点
	代替手法との

比較検討
	以下の3案について検討を行った結果、最も効率的である移転建替を採用することとした。（いずれも建物を70年間使用する場合のトータルコストを計算し比較。）
（案1）池田市医師会館の土地を更地で取得し、移転建替
· 新築工事費用及び用地取得費用がかかるが、仮庁舎の費用が不要で、跡地の売却益を見込める。
（案2）池田市医師会館の土地及び建物を取得し、改修して使用
· 移転当初の整備費が抑えられ、跡地の売却益も見込めるが、躯体が築70年経過する令和30年に現地建替費用が必要となる。
（案3）現池田保健所の現地建替
· 用地取得費用は不要だが、新築工事費用に加え、仮庁舎の費用が必要となる。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	特になし

	その他特記事項
	特になし


６ 評価結果
	評価結果
	○事業実施
＜判断の理由＞

保健所は、管内地域における疾病の予防、衛生の向上など、地域住民の健康の保持増進や、健康危機事象に対応する重要な拠点であり、現建物の老朽化・狭隘化を考慮すると、今後の安定的な府民サービス提供を行うために本事業を実施することが必要。


